
国土交通省 水管理・国土保全局

河川環境課 河川保全企画室

河川の維持管理について

資料１－２
令和元年11月27日 発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会
維持管理部会 （令和元年度 第2回）



直轄管理区間
一級河川の中でも重要度の高い区間で、国土交通大臣が管理

■一級河川
国土保全上又は国民経済上、特に重要な水系に係る河川

で、『国土交通大臣』が指定。

指定区間（法定受託事務）
都道府県知事が管理（一定の権限は大臣に留保）

■二級河川（法定受託事務）
一級河川以外で公共の利害に重要な関係があるものに係る河川で、
都道府県知事が指定し、都道府県知事が管理。

■準用河川
一級河川及び二級河川以外の河川の中から市町村長が指定し、
市町村長が管理。

一級河川（直轄管理区間）

一級河川（指定区間）

二級河川

準用河川

普通河川

法河川

①：１号地 ②：２号地 ③：３号地－河川空間の定義－

◆河川空間とは、通常、河川区域（河川法第６条第１項１～第３号）を指す。

直轄管理区間 指定区間

一級河川
約10,600km
（約7％）

約77,500km
（約54％）

二級河川 約35,900km（約25％）

準用河川 約20,100km（約14％）

■河川延長比

直轄管理以外の区間 約９３％

直轄管理区間 約７％

一級河川 二級河川 準用河川

国が管理
都道府県が管理

市町村が管理

都道府県が管理
（指定区間）

■河川延長

河川管理に関する事務は国の事務とした上で、河川の重要度に応じて国と地方がそれぞれ
河川管理者として役割分担しながら行っている。

※ダム管理区間を含む
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河川の管理区分



淀川

土岐川 千曲川

川内川 江の川

河口部に三角州を形成する太田川 堀込河川となっている堀川

山間狭窄部で急流の留萌川 田園地帯を緩やかに流れる吉田川

江戸川

大都市を流れる河川

山間地域を流れる河川

河川の形状・形態

えどがわ よどがわ

ときがわ ちくまがわ

せんだいがわ ごうのがわ

よしだがわるもいがわ

ほりかわおおたがわ

上流部・中流部・下流部、あるいは地形・地質などにより、河川の形状や形態は大きく
変わり、異なる特徴を呈する。
市街地及び周辺地域の開発状況などによっても、河川の表情は千差万別。
河道内の土砂堆積や樹木の繁茂状況などは、河川や地域固有の特性がある。

地方都市を流れる河川

河川の特性
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高度成長期に整備された多数の構造物の老朽化

ポンプ設備の逆流防止弁の破損状況 鋼矢板基礎の損壊状況

（河川管理施設等の維持又は修繕)

第１５条の２ 河川管理者又は許可工作物の管理者は、河川管理施設又は許可工作物を良好な状
態に保つように維持し、修繕し、もって公共の安全が保持されるように努めなければならない。

２ 河川管理施設又は許可工作物の維持又は修繕に関する技術的基準その他必要な事項は、政
令で定める。

３ 前項の技術的基準は、河川管理施設又は許可工作物の修繕を効率的に行うための点検に関す
る基準を含むものでなければならない。
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河川法の一部改正（平成25年6月12日公布、12月11日施行）



施設の機能維持や損傷を受けた施設の機能回復のための河川巡視、点検、観測等を実施。

河川巡視（河川管理施設等の状態確認、不法行為の把握）

堤防除草（堤防点検のための事前準備）

堤防点検（堤防の変状（亀裂、法崩れ等）把握）

河川構造物点検（河川管理施設等の状態把握）

水理・水文等観測（出水・渇水時の基礎データ収集）

河川縦横断測量（河道の状況把握）
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河川管理施設の状態監視



日本の平野の多くは、河川氾濫による土砂堆積
で形成された沖積平野。
現堤防は旧河川上に築造されている場合も多
く、堤防基礎部の地盤性状が極めて複雑。

大正～昭和初期に築造された堤防（旧堤）
⇒ 締まった粘性土
昭和30年代に旧堤に嵩上げ・腹付けされた現堤防
⇒ ゆるい砂質土
新旧堤防の材質の違いが、境界面を形成

河川管理施設の中で最も根幹的な施設である
堤防は、原則として土で作られており、古来
より数次の拡築が行われてきた歴史的構造物
である。その時々で現地において近傍の土を
使用して築造できるという利点がある一方、
内部構造が不均一であるという性格も有して
いる。

これまで蓄積した技術的知見に加え、最新の技術を導入

弱部の把握と対策の実施を確実に進めていくことが必要

旧堤防
締まった粘性土主体

現堤防
ゆるい砂質土主体

例）淀川

堤防延長
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(㎞)

平成30年度末時点※ダム管理区間を除く

12,602

8,804

31,850

77,915

17,223

35,856

0 50,000 100,000

堤防延長

河川延長

国管理河川

都道府県・政令市管理河川（１級）

都道府県・政令市管理河川（２級）

河川堤防の管理



これらのほとんどは直ちに堤防の機能を奪うものではないが、徐々に拡大し、洪水時に
破堤する大きな要因となる → 日常の維持管理が重要
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わだちの形成

Ｐｈｏｔｏ

クラック
の形成

Ｐｈｏｔｏ

降雨や洪水時
の法面の滑り

Ｐｈｏｔｏ

地盤沈下

Ｐｈｏｔｏ

植生の
繁茂

Ｐｈｏｔｏ

Ｐｈｏｔ
ｏ

動物による
穴の形成

降雨による
ガリ侵食

施工後高

施工前高

約１ｍの
かさ上げ

２０年で約１ｍの沈下沈
下
量

利根川の事例
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河川堤防に生じる様々な変状



【現状】 堤防点検、あるいは変状把握等のための環境整備として、堤防等の規模、周辺状況等に
応じた除草を行う。（概ね年２回 ： 出水期前、台風期前 ＋集草・処分）

◆未除草では堤防の変状把握が困難 ◆堤防点検等のため堤防除草を実施

◆遠隔操作除草機械の活用

肩掛け式個所の削減、安全性向上等

除草規格値：10cm以下

【試行等】 除草コスト（主に処分費）の縮減と、堤防の質の確保・補修費等の縮減のため、遠隔操作
式除草機械の導入や、こまめ除草（刈りっぱなし）の試行、規格値の見直し検討などによる
堤防除草工事の施工効率向上などに向けた検討を実施中

【参考】平成２９年３月除草（試行）結果

根の
太さ
7cm

根の
太さ
19cm

２
回

除
草

３
回

除
草

◆堤防除草に合わせた堤防点検◆除草規格値の緩和⇓
※施工効率の向上
※安全対策（飛び石）の
軽減

◆こまめ除草による質の確保（カラシナ対策）

◆堤防植生の成長時期

◆カラシナによる堤防弱体化例
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堤防除草・堤防点検



堰 水門 樋管

排水機場 閘門床止め

河川には、堰や水門・樋管、排水機場などの様々な河川管理施設が設置されている。
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河川管理施設（河川構造物）の管理
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直轄河川管理施設数（平成30年度末現在）

年度別設置数

○多くの河川管理施設は高度経済成長期に集中的に建設されており、今後、更に老朽化が進行することから、
施設ごとに長寿命化計画を策定し、維持管理・更新を長期的視点に立って計画的に実施。

扉体劣化

水密ゴム断裂

高齢化が進む河川管理施設（直轄）
○ワイヤーロープの劣化・
摩耗状況（13年経過）

○樋門の劣化状況（53年経過）
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１０年後に設置後40年経過する施設

平成30年３月時点で、設置後40年以上
経過した施設

全体の約７割に増加

全体の約５割

※堰、床止め、閘門、揚水機場、排水機場、樋門・樋管、陸閘、管理橋、浄化施設、ダム、その他（遊水池等）を計上。

平成30年度末時点 水管理・国土保全局 河川環境課調べ

合計10,769施設

全体の約８割に増加
２０年後に設置後40年経過する施設

ゲート開閉装置

劣化・摩耗状況

河川構造物の老朽化
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自然公物である河川は、その特性が河川ごとに異なり、また、同一の河川内でも区間によって一様でない。
また、その状態が洪水や日々の流水の作用、植生の変化等により長期的にも短期的にも変化する。
その変化は必ずしも一様ではなく、時には急激に変化することから、日常的な状態把握が不可欠。

河床や河岸の洗掘

・護岸等の損傷により、堤防が決壊す
る危険性が高まる。

最上川水系最上川
もがみがわもがみがわ

河道内の樹木繁茂

・樹木が繁茂した状態では洪水の流下能力
に支障を及ぼし、河川水位が上昇。

筑後川水系宝満川
ほうまんがわちくごがわ

河道内の土砂堆積

・堆積した土砂が洪水の流下能力に支障を及
ぼしたり、偏流により河岸浸食を助長。

白川水系白川
しらかわしらかわ

河道の管理



●全国９ブロック河川維持工事施工企業との意見交換（ヒアリング）実施

・河川の維持工事現場における課題や実態などを把握するため、

施工企業との意見交換を実施。

・意見交換は、全国９ブロックにおいて

１１回実施。（R１．７～８）

・本省維持管理担当者を現地に派遣し、

協力いただいた施工企業の技術者や

営業担当者などのほか、工事発注

事務所担当者や各地方整備局

担当者等の参加のもと開催。

・河川管理の現状や各種通達などの

説明や質疑等を行うとともに、

河川維持工事の現場における課題

等の把握のためヒアリングを実施

●令和元年度 第１回 維持管理部会 における関連意見の概要

•維持管理の現場で起きている課題について、短期的な対応も必要で
あるが、より本質的な課題に対する中長期的な対応についても、議論
していく必要がある。

• 維持工事については、工事内容など河川と道路では対照的な関係にある。
• 維持工事は苦情なども多く、担い手確保の観点からも国民の理解を深めて
いく必要があるのでないか。

●今後も、受注者・発注者が共に河川管理の必要性
を理解し、レベルアップするための取り組みを継続
的に行い、中長期的な課題解決などを検討予定

●ヒアリングでの意見（抜粋）

○技術者への負担

・緊急的な応急復旧など、短時間で施工方法等を考え資材等を準備

するための応用動作能力の取得

・２４時間、３６５日対応への心体的負担、家族の協力

・住宅地近傍での施工など、施工箇所によって地元対応は多種多様

○維持工事での負担

・突発的な対応を踏まえた人員や資機材の自社保有や確保

○担い手確保

・維持工事では他工事に比べ現地状況や地元情報などのノウハウ

が必要であり、２～３年程度の経験がつめる状況が必要

○堤防除草工事

・除草回数が年２回程度に減ってから、人員や機械の手配・保有に

苦労している状況

・年２回の除草では堤防の管理は難しいのではと感じている

・除草工事での規格値緩和や検査の見直しなどは必要性を感じる

○国債工事の活用

・河川維持工事では３年国債など期間の長いものは受注機会や営業

がなくなる可能性があり好ましくない場合もある

○その他意見

・このような意見交換の取り組みは引き続き実施してほしい

・受注者も発注者も維持工事を理解できる場が必要

北海道開発局 令和元年７月１２日

東北地方整備局 令和元年７月２２日

関東地方整備局 令和元年7月１日

令和元年７月１８日

令和元年８月６日

北陸地方整備局 令和元年８月２２日

中部地方整備局 令和元年７月３１日

近畿地方整備局 令和元年７月２４日

中国地方整備局 令和元年８月６日

四国地方整備局 令和元年８月７日

九州地方整備局 令和元年７月３０日

上記部会における意見等も受け、

事例：北海道開発局（令和元年７月１２日）
維持工事施工企業及び施設点検企業等
を交えた合同意見交換会を実施

河川における維持工事の現状と課題に対する取り組み状況
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